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資料１ 



○大深度地下の範囲（法第２条等） 

大深度地下の公共的使用（道路事業（東京外かく環状道路（関越～東名））、鉄道事業等の公共公益事業）につい
ては、使用認可を受けることにより事業者は事前に補償を行うことなく事業を実施することができる。（法第25条等） 
 

○対象地域（法第３条等） 

①または②のうちいずれか深い方の深さの地下

①
40ｍ

大深度地下

支持地盤上面

地下室の建設のための利用が
通常行われない深さ

（地下４０ｍ以深）

②

10ｍ

基礎杭

支持地盤上面

大深度地下

建築物の基礎の設置のための
利用が通常行われない深さ
（支持地盤上面から１０ｍ以深）

東京外かく環状道路（関越～東名）の使用の認可に関する処分の手続について 

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法に基づく使用の認可の効果 



H19.1.26～2.26 
事業概要書の縦覧 

H19.1.31 
幹事会の開催 

H25.12.5～12.19 
申請書の公告・縦覧（区市長） 

使用の認可に関する処分 

登録簿の閲覧（都知事） 

事業区域の長期縦覧（区市長） 

事  業  者 国 土 交 通 省 大深度地下使用協議会 

H19.1.26 送付 

協議会の開催 

H25.11.8 提出 

H25.12.9 
幹事会の開催 

【審査】 
 

都 及び 区市 

使用認可申請書 

事業概要書 

首都圏大深度地下使用協議会の構成員に送付 

利害関係人の意見書の報告（都知事） 

〔必要があると認めるときに行う〕 
 

  関係行政機関の意見の聴取 
 

  学識経験者の意見の聴取 
 

  公聴会の開催   等 

使用の認可 認可の拒否 

告示 

東京外かく環状道路（関越～東名）の使用の認可に関する処分の手続について 

区長及び市長に申請書の写しを送付 

事業者からの事業概要書の説明 

事業者からの申請書の説明 

①国土交通大臣は、使用の認可に関する処分を行おうとする場合において、関係のある行政機関の意見書の添付がなかったと
きその他必要があると認めるときは、原則として関係のある行政機関の意見を求めなければならない。 

②関係のある行政機関は、使用の認可に関する処分について、国土交通大臣に対して意見を述べることができる。 

首都圏大深度地下使用協議会における協議の実施（法第７条）を通じた関係行政機関の意見の聴取（法第１８条） 

安全の確保 環境の保全 文化財の保存 ・・・・・・eｔｃ． 

関係行政機関から国土交通大臣
に対する意見 

今後 
の 
予定 
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